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Press Release 
 

 

 

 

 

  報道関係者 各位 

   

愛媛県における令和３年（1月～12月）の労働災害発生状況について 

～死傷者数は1,690人で138人（8.9％）の増加、死亡者数は10人で１人減少～ 

 

愛媛労働局（局長 瀧原章夫）は、愛媛県における令和３年の労働災害発生状況を取りまと

めました。 

全産業における休業４日以上の死傷者数は1,690人で、前年から138人（8.9％）増加し、２

年連続の増加となりました。業種別では、第三次産業が 799 人で 167 人（26.4％）増加し、こ

の中で死傷者数の増加が著しい業種は、小売業が 47 人（29.4％）増加、社会福祉施設が 39 人

（27.7％）増加となっています。 

年齢別では、60歳以上が全死傷者に占める割合は27.9％で、前年から1.2ポイント減少した

ものの、依然として年齢階層別では最多となっています。なお、死傷者のうち新型コロナウイ

ルス感染症によるものは134人（全死傷者数の7.9％）となっており、前年から102人（318.8％）

増加していますが、これを除いた死傷者数も1,556人と36人（2.4％）の増加となっています。 

一方、死亡者数は10人で、前年から１人減少し、２年連続の減少となりました。業種別では

商業と建設業がそれぞれ３人と、最も多くなっています。 

愛媛労働局では、小売業、社会福祉施設を中心として増加する行動災害※１の予防対策の推進

等を重点に、引き続き、関係機関、団体とも連携しながら労働災害防止対策を図っていくこと

としています。 

 

※１ 行動災害とは 

「転倒」及び腰痛等の「動作の反動・無理な動作」など、職場における労働者の作業行動を起因とする

労働災害 
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令和３年における愛媛県の労働災害の発生状況（概要） 

１．死傷者 

① 全産業における休業４日以上の死傷者数は、1,690人で、前年から138人（8.9％）増加 

新型コロナウイルス感染症による死傷者を除くと、令和３年の全産業における死傷者数は1,556人

で前年比+36人（+2.4％） 

② 業種別では多い順に、製造業385人、商業269人、保健衛生業264人、建設業220人、道路貨物運

送業161人 

増加した主な業種は増加率の高い順に、金融広告業+11人（+84.6％）、通信業+15人（+71.4％）、商

業+58 人（+27.5％）（うち小売業+47 人（+29.4％））、清掃と畜業＋13 人（+24.1％）、保健衛生業+46

人（+21.1％）（うち社会福祉施設+39人（+27.7％））など 

減少した主な業種は減少率の高い順に、映画・演劇業-1人（-100％）、鉄道・道路旅客業-4人（-25.0%）、

林業7人（-22.6％）、製造業-60人（-13.5％）、など 

③ 第三次産業全体では、799人で167人（26.4％）増加 

第三次産業のうち、小売業は207人で47人(29.4%)増加、社会福祉施設は180人で39人（27.7％）

増加、飲食店は37人で３人（8.8％）増加 

④ 事故の型別では、全死傷者数に占める割合の高い順に、「転倒」が21.9％、「墜落・転落」が18.3％、

「動作の反動・無理な動作」が13.3％、この３つの災害で全体の53.5％を占める 

前年と比べ「転倒」は1.3％減少、「墜落・転落」は7.5％減少、「動作の反動・無理な動作」は59.6％増

加 

⑤ 年齢別では、60歳以上の死傷者数が全死傷者数に占める割合は、27.9％で前年から1.2ポイント減

少したが、依然として年齢階層別では最多 

⑥ 死傷者のうち新型コロナウイルス感染症によるものは134人（全死傷者数の7.9％）で前年から102

人（+318.8％）増加 

  業種別では多い順に、保健衛生業78人、建設業22人、商業12人、製造業7人 

 

２．死亡者 

① 死亡者数は10人で、前年から１人減少 

② 業種別では、建設業が３人で増減なし、商業が３人で３人増加、うち２名が新型コロナウイルス感

染症によるもの、製造業が１人で５人減少、林業と教育研究が１人で、それぞれ１人増加、その他の

事業が１人で増減なし 

③ 事故の型別では、多いものから「墜落・転落」が３人、「はさまれ・巻き込まれ」「その他」が各２人、「激

突され」「有害物等との接触」「交通事故」が各１人で、「その他」は新型コロナウイルス感染症によるもの 

 

３．今後の労働災害防止対策の推進 

 愛媛労働局では、以下の重点対策について、積極的な指導、周知啓発等に取り組む方針 

① 小売業、社会福祉施設を中心として増加する行動災害の予防対策の推進 

② 「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく高年齢労働者の安全と健康確保対策の推進 

③ 「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」による転倒災害防止対策の推進 

④ 製造業における機械等によるはさまれ・巻き込まれ災害防止対策の推進 

⑤ 建設業における墜落・転落災害防止対策の推進 

⑥ 職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策の周知啓発 など 
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令和３年の死傷災害（愛媛労働局） 

(1) 死傷者数の推移 

愛媛県下の労働災害による全産業の休業４日以上の死傷者数（休業４日以上、以下同じ）は、長期的に

減少傾向にあり、平成10年代に入り、初めて2,000人を下回り平成21年に1,440人となりました。その

後、平成22年以降1,500人台、平成25年以降1,400人台で推移し、平成27年は過去最少の1,405人とな

りましたが、以降増加に転じ、令和３年の死傷者数は1,690人で前年比+138人（+8.9％）となっています。 
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(2) 主な業種別の発生状況 

製造業では385人（全産業に占める割合は22.8％、前年比-60人、13.5％減少）で最も多く、次いで商

業が269人(同15.9%、前年比58人、27.5%増加)、保健衛生業が264人(同15.6%、前年比46人、21.1%増

加)、建設業が220人（同13.0％、前年比28人、14.6％増加）、道路貨物運送業が161人（同9.5％、前年

比4人、2.5％増加）、この５業種で全体の76.9％を占めています。 

第三次産業は799人（同47.3％、前年比167人、26.4％増加）となっています。 

 

■業種別の死傷者数■ (増加業種は黄色で表示)            （人） 

 令和２年 令和３年 
全産業に占める

割合（％） 
増減数 増減率（％） 

全産業 1,552 1,690 - +138 +8.9% 

製造業 445 385 22.8 -60 -13.5% 

建設業 192 220 13.0 +28 +14.6% 

道路貨物運送業 157 161 9.5 +4 +2.5% 

林業 31 24 1.4 -7 -22.6% 

第三次産業 632 799 47.3 +167 +26.4% 

うち商業 211 269 15.9 +58 +27.5% 

 うち小売業 160 207 12.2 +47 +29.4% 

うち保健衛生業 218 264 15.6 +46 +21.1% 

 うち社会福祉施設 141 180 10.7 +39 +27.7% 

うち接客娯楽業 56 64 3.8 +8 +14.3% 

  うち飲食店 34 37 2.2 +3 +8.8% 

うちその他の第三次産業 147 202 12.0 +55 +37.4% 

上記以外 95 101 6.0 +6 +6.3% 
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(3) 事故の型別発生状況 

事故の型別に見ると、「転倒」が370人（全ての事故の型に占める割合は、21.9％）で最も多く、次いで、

「墜落・転落」が309人（同18.3％）、「動作の反動・無理な動作」が225人（同13.3％）となっており、

この３つの災害で全体の53.5％を占めています。 

また、前年と比べ「転倒」は 1.3％減少、「墜落・転落」は 7.5％減少、「動作の反動・無理な動作」は

59.6％増加しています。 

製造業では「はさまれ・巻き込まれ」が89人（同23.1％）、建設業では「墜落・転落」が64人（同29.1％）、

道路貨物運送業では「墜落・転落」が63人（同39.1％）、林業では「激突され」が８人（同33.3％）で最

も多くなっています。 

第三次産業では「転倒」が最も多く、212 人（同26.5％）となっており、全産業の「転倒」370 人のう

ち約６割（57.3％）が、第三次産業において発生しています。 

社会福祉施設では、新型コロナウイルス感染症が含まれる「その他」が最も多く、66人（同36.7％）と

なっています。 

 

■事故の型別死傷災害発生状況（令和３年）■           （人） 

業種 １位 ２位 ３位 

全産業1,690人

(100%） 

転倒 370（21.9%） 

前年比 -1.3% 

墜落・転落309（18.3%） 

前年比 -7.5% 

動作の反動・無理な動作225（13.3%） 

前年比 +59.6% 

製造業 385人（100%） はさまれ・巻き込まれ 89（23.1%） 転倒 77（20.0%） 墜落・転落 58（15.1%） 

建設業 220人（100%） 墜落・転落64（29.1%） はさまれ・巻き込まれ 24（10.9%） その他23（10.5%） 

道路貨物運送業161

人（100%） 
墜落・転落 63（39.1%） 

転倒 20（12.4%） 

動作の反動・無理な動作 20（12.4%） 
― 

林業 24人 

（100%） 
激突され 8（33.3%） 切れ・こすれ 5(20.8%) 転倒 4（16.7%） 

第三次産業799人

（100%） 
転倒212（26.5%） 

動作の反動・無理な動作 138

（17.3%） 
その他126（15.8%） 

うち小売業 207人

（100%） 
転倒 65（31.4%） 動作の反動・無理な動作39（18.8%） 墜落・転落 24（11.6%） 

うち社会福祉施設 

180人（100%） 
その他 66（36.7%） 転倒 41（22.8%） 動作の反動・無理な動作 39（21.7%） 

 

(4) 起因物別発生状況 

起因物別に見ると、全産業においては「仮設物・建築物・構築物」（足場、通路、階段など）が最も多く

410人（全ての起因物に占める割合は、24.3％）、次いで、新型コロナウイルス感染症が含まれる「その他

の起因物」が184人（同10.9％）、「用具」171人（同10.1％）の順となっています。 

また、前年と比べ「仮設物・建築物・構築物」は10.2％増加、「その他の起因物」は135.9％増加、「用

具」は4.9％増加となっています。 

 

■起因物別死傷災害発生状況（令和３年）■         （人） 

業種 １位 ２位 ３位 

全産業 1,690人

（100%） 

仮設物・建築物・構築物 410（24.3%） 

前年比 +10.2% 

その他の起因物 184（10.9%） 

前年比 +135.9% 

用具 171（10.1%） 

前年比 +4.9% 

製造業 385人（100%） 仮設物・建築物・構築物 100（26.0%）   用具46（11.9%） 動力運搬機38（9.9%） 

建設業 220人（100%） 仮設物・建築物・構築物 51（23.2%） 用具36（16.4%） 材料 23（10.5%） 

道路貨物運送業 161

人（100%） 
動力運搬機 77（47.8%） 仮設物・建築物・構築物 21（13.0%） 荷 17（10.6%） 

林業 24人（100%） 環境等 14（58.3%） 木材加工用機械 3（12.5%） 
建設機械等 2 (8.3%) 

一般動力機械 2 (8.3%) 

第三次産業  799人

（100%） 
仮設物・建築物・構築物 218（27.3%） その他の起因物 145（18.1%） 乗物 85（10.6%） 

うち小売業  207人

（100%） 
仮設物・建築物・構築物 62（30.0%） 乗物 31（15.0%） 用具 29（14.0%） 

うち社会福祉施設 

180人（100%） 
その他の起因物 77（42.8%） 仮設物・建築物・構築物 37（20.6%） 起因物なし 30（16.7%） 
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 (5) 年齢階層別発生状況 

 年齢階層別に見ると、60 歳以上の死傷者数は、平成28 年に年齢階層別で最多となった後も増加が続き、

令和３年は471人と前年から19人（4.2％）増加しています。60歳以上の死傷者数が全死傷者数に占める割

合は、令和３年には27.9％となり対前年比1.2ポイント減少しましたが、依然として年齢階層別では最多と

なっています。 

  令和３年の主要な業種別に見た60歳以上の死傷者の割合は、第三次産業（33.0％）、建設業（25.0％）、製

造業（22.9％）、道路貨物運送業（20.5％）となっており、60歳以上の死傷者における事故の型別では、「転

倒」（45.4％）、「墜落・転落」（31.4％）、「交通事故」（26.4%）、「はさまれ、巻き込まれ」（18.1%）、「動作の

反動、無理な動作」(17.3%)となっています。 

 

                年齢階層別死傷災害発生状況の推移 
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２ 令和３年の死亡災害 

(1) 死亡者数の推移 

県下の死亡者数は、全体的には減少傾向にあり、平成14年以降20人台で推移し、平成21年以降は10

人台で推移しており、平成26年には過去最少の10人となりました。その後も10人台で増減を繰り返して

いましたが、令和３年は過去最少と同数の10人（対前年比１人減少）となっています。 
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(2) 業種別の死亡災害発生状況 

令和３年においては、建設業と商業がそれぞれ３人（全産業に占める割合は30.0％）と最も多く、製造

業、林業、教育研究及びその他の事業がそれぞれ１人（同10.0％）となっています。 

なお、商業の３人のうち２人は新型コロナウイルス感染症によるものとなっています。 

 

■業種別の死亡者数■                （人） 

 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 

全産業 10 16 19 15 13 16 11 10 

製造業 ２ ４ ６ ５ ２ ３ ６ １ 

建設業 ２ ５ ３ ６ ９ 10 ３ ３ 

道路貨物運送業 ３ １ ０ ２ ０ ０ ０ ０ 

農業 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

林業 ０ ０ ２ １ ０ ０ ０ １ 

畜産・水産業 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

商業 ０ ３ ２ ０ １ ０ ０ ３ 

接客娯楽業 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

清掃と畜業 ２ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ 

上記以外 １ ２ １ １ １ ３ １ ２ 

 

(3) 事故の型別の死亡災害発生状況 

「墜落・転落」が３人（全ての事故の型に占める割合は、30.0％）と最も多く、次いで「はさまれ・巻

き込まれ」及び新型コロナウイルス感染症が含まれる「その他」が各２人（同 20.0％）、「交通事故」「有

害物との接触」「激突され」が各１人（同10.0％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 新型コロナウイルス感染症の状況（別添２参照） 

令和３年における休業４日以上の死傷者のうち、新型コロナウイルス感染症による死傷者数は134人で、

前年から102人（+318.8％）増加しています。 

業種別では、保健衛生業が最も多く78人（全産業に占める割合は58.2％）、次いで建設業が22人（同

16.4％）、商業12人（同9.0％）、製造業7人（同5.2％）となっています。 

商業では、新型コロナウイルス感染症により２人が亡くなっています。 

    

 

 

 

 

0 1 2 3

交通事故

有害物との接触

激突され

その他

はさまれ・巻き込まれ

墜落・転落

■事故の型別発生状況■ (人)
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５ 令和４年度における労働災害防止の取組等について 

愛媛労働局では、県下の情勢を踏まえて「愛媛第13次労働災害防止推進計画」（以下「13次推進計画」と

いう。）を策定しています。（平成30年４月３日 愛媛労働局発表） 

この13次推進計画では、災害減少の目標値として令和４年までに、「死亡災害については、過去最少（平

成26年10人）を更新する９人以下に減少させる。」、「休業４日以上の死傷災害については、過去最少（平成

27年1,405人）を更新し1,300人台とするため、平成29年と比較して８％以上減少させる。」等を設定して

います。（参考１） 

  本年度は、13次推進計画の最終年として、死亡者数は過去最少を更新する９人以下、死傷者数は新型コロ

ナウイルスり患者を除き、対前年比で12.0％以上減少させることを目標とし、以下の労働災害防止対策に取

り組みます。 

（１）労働災害の減少がみられない業種等への対応 

・小売業、社会福祉施設を中心として増加する行動災害の予防対策の推進 

・「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく高年齢労働者の安全と健康確保対策の推進（参考２） 

・「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」等による転倒災害防止対策の推進（参考３） 

・道路貨物運送業における荷役災害防止対策等の推進 

・熱中症、腰痛の予防 

・外国人労働者、非正規労働者の労働災害防止対策 

（２）死亡災害の撲滅を目指した業種等の対応 

・建設業における墜落・転落災害防止対策の推進 

・製造業における機械等によるはさまれ・巻き込まれ災害防止対策の推進 

・林業における伐木作業時の労働災害防止対策の推進 

・交通労働災害防止対策の推進 

（３）職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の周知啓発（参考資料４） 

 

 

 

【資料等】 

別添１ 令和３年 業種別労働災害発生状況、確定値 

別添２ 令和３年 業種別労働災害発生状況（新型コロナ感染症） 

 別添３ 令和３年 労働災害(休業４日以上)発生状況（愛媛労働局） 

 

 参考１ 愛媛第13次労働災害防止推進計画（概要） 

参考２ エイジフレンドリーガイドライン（リーフレット） 

参考３ ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト（リーフレット） 

参考４ 職場における新型コロナウイルス感染症対策のための「５つのポイント」（リーフレット） 

 

 



 

業  種  別 件数 増減率

(10) 1690 (11) 1552 +138 +8.9%

(1) 385 (6) 445 -60 -13.5%

106 125 -19 -15.2%

8 10 -2 -20.0%

5 6 -1 -16.7%

24 31 -7 -22.6%

3 5 -2 -40.0%

15 (1) 23 -8 -34.8%

19 27 -8 -29.6%

5 6 -1 -16.7%

19 15 +4 +26.7%

19 18 +1 +5.6%

11 10 +1 +10.0%

2 1 +1 +100.0%

31 (1) 48 -17 -35.4%

26 28 -2 -7.1%

7 5 +2 +40.0%

(1) 50 (4) 54 -4 -7.4%

3 +3 #DIV/0!

32 33 -1 -3.0%

4 4 ±0 ±0

(3) 220 (3) 192 +28 +14.6%

(1) 73 (1) 54 +19 +35.2%

(1) 99 (1) 91 +8 +8.8%

26 28 -2 -7.1%

(1) 48 (1) 47 +1 +2.1%

12 16 -4 -25.0%

161 157 +4 +2.5%

16 14 +2 +14.3%

8 7 +1 +14.3%

46 40 +6 +15.0%

(1) 24 31 -7 -22.6%

23 21 +2 +9.5%

(3) 269 211 +58 +27.5%

(2) 207 160 +47 +29.4%

24 13 +11 +84.6%

1 -1 -100.0%
36 21 +15 +71.4%

(1) 18 15 +3 +20.0%
264 218 +46 +21.1%
180 141 +39 +27.7%
64 56 +8 +14.3%
37 34 +3 +8.8%
67 (1) 54 +13 +24.1%
1 +1 #DIV/0!

(1) 56 (1) 43 +13 +30.2%

２年

局

う ち 小 売 業

う ち 社 会 福 祉 施 設

う ち 飲 食 業

全 産 業

建 築 工 事 業

建 設 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

化 学 工 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 製 造 業

非 鉄 金 属 製 造 業

鉄 道 ・ 道 路 旅 客 業

畜 産 ・ 水 産 業

商 業

鉱 業

そ の 他 の 建 設 業

うち木造家屋建築工事業

建
設
業

土 木 工 事 業

貨 物 取 扱 業

林 業

農 業

道 路 貨 物 運 送 業

う ち 港 湾 運 送 業

そ の 他 の 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 事 業

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業
教 育 研 究
保 健 衛 生 業

官 公 署

接 客 娯 楽 業

清 掃 と 畜 業

愛 媛 労 働 局

金 融 広 告 業

※労働者死傷病報告書による休業４日以上の死傷者数を集計したもので、 （　）内は、死亡者数を表し内数である。

令和３年　業種別労働災害発生状況　確定値

製
　
　
　
　
造
　
　
　
　
業

鉄 鋼 業

紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 繊 維 製 品

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

増  減 

３年

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

miurahrs
テキストボックス
別添１



 

      局 署 別
業 種 別 件数 増減率

(10) 1690 (11) 1552 +138 +8.9% (4) 720 (3) 615 (1) 454 (4) 476 (2) 201 (3) 169 (2) 179 (1) 170 (1) 136 122
(1) 385 (6) 445 -60 -13.5% 117 116 139 (2) 190 (1) 68 (3) 78 45 (1) 49 16 12

106 125 -19 -15.2% 50 57 25 32 4 11 16 17 11 8
8 10 -2 -20.0% 2 1 3 6 3 3
5 6 -1 -16.7% 1 1 4 5

24 31 -7 -22.6% 9 11 4 10 1 1 10 9
3 5 -2 -40.0% 1 2 1 1 1 1 1

15 (1) 23 -8 -34.8% 15 (1) 22 1
19 27 -8 -29.6% 3 1 16 26
5 6 -1 -16.7% 1 4 3 2 1

19 15 +4 +26.7% 6 7 11 7 2 1
19 18 +1 +5.6% 7 4 3 3 3 6 4 5 2
11 10 +1 +10.0% 2 4 9 6
2 1 +1 +100.0% 2 1

31 (1) 48 -17 -35.4% 8 8 10 32 9 (1) 7 4 1
26 28 -2 -7.1% 13 7 13 19 1 1
7 5 +2 +40.0% 1 3 6 2

(1) 50 (4) 54 -4 -7.4% 3 2 5 (1) 11 (1) 39 (2) 35 3 (1) 4 2
3 +3 #DIV/0! 1 2

32 33 -1 -3.0% 11 6 15 14 5 4 6 2 2
4 4 ±0 ±0 1 1 2 2 1 1

(3) 220 (3) 192 +28 +14.6% (1) 74 (1) 69 (1) 66 (2) 62 30 20 (1) 29 18 21 23
(1) 73 (1) 54 +19 +35.2% 23 (1) 17 16 18 17 6 (1) 10 2 7 11
(1) 99 (1) 91 +8 +8.8% 43 41 (1) 22 (1) 23 11 8 13 14 10 5

うち木造家屋建築工事業 26 28 -2 -7.1% 8 13 5 2 2 4 4 7 7 2
(1) 48 (1) 47 +1 +2.1% (1) 8 11 28 (1) 21 2 6 6 2 4 7

12 16 -4 -25.0% 8 8 1 2 2 3 1 3
161 157 +4 +2.5% 76 79 48 43 16 10 8 19 13 6
16 14 +2 +14.3% 7 2 8 9 1 2 1

う ち 港 湾 運 送 業 8 7 +1 +14.3% 3 2 5 3 2
46 40 +6 +15.0% 7 5 2 2 1 1 27 21 9 11

(1) 24 31 -7 -22.6% 6 10 4 3 3 5 6 (1) 9 9
23 21 +2 +9.5% 3 2 4 1 1 2 2 9 13 7

(3) 269 211 +58 +27.5% (3) 147 95 62 57 20 19 22 18 18 22
う ち 小 売 業 (2) 207 160 +47 +29.4% (2) 109 72 55 43 17 15 15 13 11 17

24 13 +11 +84.6% 20 6 2 6 2 1
1 -1 -100.0% 1

36 21 +15 +71.4% 22 16 3 3 5 1 5 1 1
(1) 18 15 +3 +20.0% 13 10 4 5 (1) 1

264 218 +46 +21.1% 115 111 81 58 23 18 22 16 23 15
う ち 社 会 福 祉 施 設 180 141 +39 +27.7% 77 64 52 36 16 12 17 15 18 14

64 56 +8 +14.3% 31 29 7 10 13 5 7 6 6 6
う ち 飲 食 店 37 34 +3 +8.8% 22 18 2 7 5 3 5 3 3 3

67 (1) 54 +13 +24.1% 35 (1) 28 12 15 14 3 1 5 5 3
1 +1 #DIV/0! 1

(1) 56 (1) 43 +13 +30.2% 38 (1) 28 9 8 2 3 (1) 5 2 4

   愛 媛 労 働 局

映 画 ・ 演 劇 業

保 健 衛 生 業

通 信 業

教 育 研 究

３年３年 ３年 ３年 ３年

宇和島

２年

局 今治

２年 ３年

金 融 広 告 業

接 客 娯 楽 業

そ の 他 の 事 業

林 業

清 掃 と 畜 業

商 業

畜 産 ・ 水 産 業

官 公 署

非 鉄 金 属 製 造 業

貨 物 取 扱 業

農 業

そ の 他 の 建 設 業

建 築 工 事 業

鉄 道 ・ 道 路 旅 客 業

道 路 貨 物 運 送 業

建
 
設
 
業

土 木 工 事 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

建 設 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

鉱 業

２年

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

そ の 他 の 繊 維 製 品

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 製 造 業

紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

金 属 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

　※労働者死傷病報告書による休業４日以上の死傷者数を集計したもので、 （　）内は、死亡者数を表し内数である。

令和３年　業種別・署別労働災害発生状況     確定値

全 産 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

増  減 新居浜

２年

 松山

２年

製
　
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
　
業

２年

八幡浜



 

業  種  別 件数 増減率

(2) 134 32 +102 +318.8%

7 +7 #DIV/0!

3 +3 #DIV/0!

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

1 +1 #DIV/0!

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

2 +2 #DIV/0!

1 +1 #DIV/0!

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

22 1 +21 +2,100.0%

4 +4 #DIV/0!

1 1 ±0 ±0

±0 ±0

17 +17 #DIV/0!

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

±0 ±0

(2) 12 +12 #DIV/0!

(2) 11 +11 #DIV/0!

1 +1 #DIV/0!

±0 ±0

±0 ±0
3 +3 #DIV/0!
78 31 +47 +151.6%
51 9 +42 +466.7%
2 +2 #DIV/0!
1 +1 #DIV/0!
6 +6 #DIV/0!

±0
3 +3 #DIV/0!

　※ （　）内は、死亡者数を表し内数。

　　　　令和３年業種別労働災害発生状況（新型コロナ感染症）

製
　
　
　
　
造
　
　
　
　
業

鉄 鋼 業

紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 繊 維 製 品

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

増  減 

令和３年

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

愛 媛 労 働 局

そ の 他 の 製 造 業

全 産 業

局

令和２年

建
設
業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

建 設 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

化 学 工 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 製 造 業

うち木造家屋建築工事業

そ の 他 の 事 業

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業
教 育 研 究
保 健 衛 生 業

官 公 署

接 客 娯 楽 業

清 掃 と 畜 業

う ち 港 湾 運 送 業

令和３年確定

う ち 小 売 業

う ち 社 会 福 祉 施 設

う ち 飲 食 店

非 鉄 金 属 製 造 業

鉄 道 ・ 道 路 旅 客 業

畜 産 ・ 水 産 業

商 業

鉱 業

金 融 広 告 業

貨 物 取 扱 業

林 業

農 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 建 設 業

miurahrs
フリーテキスト
別添２
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令和３年 労働災害（休業４日以上）発生状況  

愛媛労働局 

１ 業種別死傷災害発生状況 

 
・第三次産業が全産業の 47.3％を占め、うち「小売業」、「社会福祉施設」、「飲食店」で第三次産

業の 53.1％を占める 

 

２ 業種別・署別死傷災害発生状況 

 

・製造業の 36.1％（139 人）は新居浜署管内において発生 

・第三次産業の 52.7％（421 人）は松山署管内において発生 

・建設業の 33.6％（74人）は松山署管内、30.0％（66 人）は新居浜署管内において発生 

・道路貨物運送業の 47.2％（76人）は松山署管内において発生 

第三次産業, 799人, 

47.3%

製造業, 385人, 

22.8%

建設業, 220人, 

13.0%

道路貨物運送業, 

161人, 9.5%

その他, 125人, 

7.4%

1,690人
小売業 207人

社会福祉施設 180人

飲食店 37人

117

421

74
76

32

139

181

66

48

20

68
80

30

16

7

45 62
29

8

35

16 55 21 13

31

0%

50%

100%

宇和島署

八幡浜署

今治署

新居浜署

松山署

別添 ３ 
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３ 事故の型別死傷災害発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「転倒」、「墜落・転落」、「動作の反動・無理な動作」の順に多く、３つの災害で 53.5％を占め

る 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の事故の型」に含まれる 

 

４ 発生件数が多い事故の型別死傷災害の発生状況の推移 

 

・令和３年の「転倒」は前年比 5人（1.3%）減少、「墜落・転落」は前年比 25 人（7.5%）減少、

「はさまれ巻き込まれ」は 7人（3.8％）減少、動作の反動・無理な動作は 84 人（59.6%）増加 

323 293 287 287

312 309

286
300

334

309

300

302
316

272

322 314

390

364
375 370

224
214

231
218

191
204

225 219

184 177

120
134 141

130 128
137

164
157

141

225

100

150

200

250

300

350

400

450

墜落等

転倒

はさまれ等

動作の反動・無理な動作

（人）

転倒, 370人, 21.9%

墜落・転落, 309人, 

18.3%

動作の反動・無理な動作, 

225人, 13.3%

はさまれ・巻き込まれ, 177人, 10.5%

その他の事故の型, 161人, 9.5%

飛来・落下, 94人, 5.6%

切れ・こすれ, 94人, 

5.6%

交通事故, 87人, 5.1%

激突され, 51人, 3.0%

激突, 49人, 2.9%

高温・低温物との接触, 34人, 2.0% 崩壊・倒壊, 25人, 

1.5% その他, 14人, 0.8%

事故の型別死傷災害発生状況（全産業）

1,690人
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５ 起因物別死傷災害発生状況 

 
・新型コロナウイルス感染症は「その他の起因物」に含まれる 

６ 製造業における死傷災害発生状況 

 
・食料品製造業が 27.5％を占める 

建築物等, 410人, 

24.3%

その他の起因物, 

184人, 10.9%

用具, 171人, 10.1%

動力運搬機, 169人, 10.0%乗物, 113人, 6.7%

材料, 90人, 5.3%

環境等, 86人, 5.1%

人力機械工具等, 81人, 4.8%

荷, 76人, 4.5%

一般動力機械, 55人, 3.3%

木材加工用機械, 28人, 1.7%

建設機械等, 21人, 1.2%

動力クレーン, 17人, 1.0%

その他, 189人, 

11.2%

起因物別死傷災害発生状況（全産業）

1,690人

通路 137人

建築物・構築物 72人

階段等 76人

作業床等 52人

その他 73人

食料品製造業, 106人, 

27.5%

輸送機械製造業, 

50人, 13.0%

パルプ・紙・紙加工品製造業, 

34人, 8.8%その他の製造業, 

32人, 8.3%

金属製品製造業, 

31人, 8.1%

木材・木製品製造業, 

27人, 7.0%

一般機械器具製造業, 

26人, 6.8%

化学工業, 19人, 4.9%

窯業土石製品製造業, 

19人, 4.9%

繊維工業, 13人, 3.4%

その他, 28人, 7.3%

385人



4 

 

 

 
・「はさまれ・巻き込まれ」が 23.1％を占める 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の事故の型」に含まれる 

  

 

・「建築物等」（通路や階段）が 26.0%を占める 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の起因物」に含まれる 

はさまれ・巻き込まれ, 

89人, 23.1%

転倒, 77人, 20.0%

墜落・転落, 58人, 15.1%動作の反動・無理な動作, 

39人, 10.1%

切れ・こすれ, 

31人, 8.1%

飛来・落下, 

28人, 7.3%

激突, 16人, 4.2%

激突され, 13人, 3.4%

その他の事故の型, 9人, 2.3% その他, 25人, 6.5%

事故の型別死傷災害発生状況（製造業）

建築物等, 100人, 

26.0%

用具, 46人, 11.9%

動力運搬機, 38人, 

9.9%材料, 36人, 9.4%

一般動力機械, 36人, 

9.4%

人力機械工具, 

18人, 4.7%

荷, 16人, 4.2%

木材加工用機械, 

13人, 3.4%

その他の起因物, 

13人, 3.4%

動力クレーン等, 

8人, 2.1%

金属加工用機械, 

8人, 2.1%

その他, 53人, 

13.8%

起因物別死傷災害発生状況（製造業）

通路 27人

建築物・構築物 17人

作業床 19人

階段等 15人

足場 3人

その他 19人

385人 

385人 
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７ 建設業における死傷災害発生状況 

・「墜落・転落」が 29.1%を占める 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の事故の型」に含まれる 

 

・「建築物等」（建築物、足場等）が 23.2%を占める 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の起因物」に含まれる 

 

建築物等, 

51人, 23.2%

用具, 36人, 16.4%

材料, 23人, 10.5%その他の起因物, 

22人, 10.0%

動力運搬機, 

16人, 7.3%

建設機械等, 15人, 

6.8%

環境等, 13人, 

5.9%

木材加工用機械, 

9人, 4.1%

人力機械工具, 

7人, 3.2%

その他, 28人, 

12.7%

起因物別死傷災害発生状況（建設業）

220人

建築物・構築物 9人

作業床 8人

階段 7人

屋根 6人

足場 4人

通路 4人

その他 13人

224人 

墜落・転落, 64人, 29.1%

はさまれ・巻き込まれ, 

24人, 10.9%

その他の事故の型, 23人, 

10.5%

飛来・落下, 21人, 

9.5%

転倒, 20人, 9.1%

動作の反動・無理な動作, 

16人, 7.3%

切れ・こすれ, 

15人, 6.8%

崩壊・倒壊, 

9人, 4.1%

激突され, 

8人, 3.6%

交通事故, 

8人, 3.6%
その他, 12人, 5.5%

事故の型別死傷災害発生状況（建設業）

220人
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８ 道路貨物運送業における死傷災害発生状況 

・「墜落・転落」が 39.1%を占める 

 

 

・「動力運搬機」（トラック等）が 47.8％と半数を占める 

 

 

 

墜落・転落, 

63人, 39.1%

転倒, 20人, 12.4%

動作の反動・無理な動作, 

20人, 12.4%

はさまれ・巻き込まれ, 

18人, 11.2%

激突され, 8人, 5.0%

交通事故, 8人, 5.0%

崩壊・倒壊, 6人, 3.7%

その他, 18人, 11.2%

事故の型別死傷災害発生状況（道路貨物運送業）

動力運搬機, 

77人, 47.8%

建築物等, 

21人, 13.0%

荷, 17人, 10.6%

用具, 11人, 6.8%

人力機械工具, 

7人, 4.3%

その他, 28人, 

17.4%

起因物別死傷災害発生状況（道路貨物運送業）

161人 

161人 
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９ 第三次産業における死傷災害発生状況 

・「転倒」が 26.5%を占める 

・新型コロナウイルス感染症は「その他の事故の型」に含まれる 

 

 

転倒, 212人, 26.5%

動作の反動・無理な動作, 

138人, 17.3%

その他の事故の型, 

126人, 15.8%

墜落・転落, 103人, 

12.9%

交通事故, 66人, 8.3%

切れ・こすれ, 36人, 4.5%

はさまれ・巻き込まれ, 

34人, 4.3%

飛来・落下, 31人, 3.9%

激突, 16人, 2.0%

激突され, 13人, 1.6%
その他, 24人, 3.0%

事故の型別死傷災害発生状況（第三次産業）

799人 

商業, 77人, 

36.3%

保健衛生業, 63人, 

29.7%

清掃・と畜業, 

20人, 9.4%

その他の事業, 

19人, 9.0%

接客娯楽業, 

13人, 6.1%

その他, 20人, 9.4%

第三次産業における転倒による死傷災害発生状況（業種別）

212人



8 

 

 

 

10 年齢階層別の死傷災害発生状況 

○ 年齢階層別推移 

 

・60 歳以上の死傷者数は、増加傾向にあり令和３年は 19人（4.2％）増加した 

・全死傷者数に占める 60 歳以上の死傷者数の割合は、令和２年は 29.1%であったが、令和３年

には 27.9％となり 1.2 ポイント減少した 

 

○ 主要な業種別 年齢階層別構成比（数値は死傷者数 令和３年） 

  

 ・主要な業種別に見た 60 歳以上の死傷者の割合は、製造業 22.9%、建設業 25.0％、道路貨物

運送業 20.5%、第三次産業 33.0%となっている 

32

180

249

285

348

431

24

162

224

298

327

455

36

186
202

303

373

452

28

226
240

344

381

471

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

19歳以下 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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○主要な事故の型別 年齢階層別構成比（数値は死傷者数 令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主要な事故の型別に見た 60 歳以上の死傷者の割合は、「転倒」45.4%、「墜落・転落」

31.4％、「はさまれ、巻き込まれ」18.1％、「動作の反動・無理な動作」17.3％、「交通事故」

26.4％となっている 

2 7 1
6 322

28 35
34

8
29

38

50
29

1145
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51 43

26104

81

49 33

16

168

97

39 32
23
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10%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

19歳以下 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上



死亡災害：過去最少（平成26年10人）を更新する９人以下に減少させる。
死傷災害：過去最少（平成27年1,405人）を更新する1,300人台とするため、８％以上減少させる。
死亡災害：１５％以上減少 死傷災害： ５％以上減少

業種別

計画の目標

全体

○ 仕事上の不安・悩み・ストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を90％以上（49.9％：2017年）目標：

同
○ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上（62.7％：2017） 目標：同

○ ストレスチェックを実施している事業場の割合を70％以上（44.4％：2017）
ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60％以上

○ 取扱う全ての化学物質等について、化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（以下「GHS」という。）による分類の確認及び安全
データシート（以下「SDS」という。）の交付を受け、その内容を確認して作業を行っている事業場の割合を80％以上（69.3％：2017）
化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）による分類の結果、危険有害性を有するとされる全ての化学物質について、ラ
ベル表示と 安全データシート（SDS）の交付を行っている化学物質譲渡・提供者の割合を80％以上

○ 社会福祉施設を含む第三次産業及び道路貨物運送業の腰痛による死傷者数を10％以上減少
第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を2017年と比較して、2022年までに死傷年千人率で５％以上減少

○ 職場での熱中症による死亡者数を2013年から2017年までの５年間と比較して、2018年から2022年までの５年間で50％以上減少
同 ：５％以上減少

その他目標

計画期間：２０１８年４月１日～２０２３年３月３１日

愛媛第13次労働災害防止推進計画（概要）

製造業 死亡災害：過去最少の２人以下 死傷災害：10％以上減少
建設業 死亡災害：過去最少の２人以下 死傷災害：10％以上減少
林業 死亡災害： ゼロとする
道路貨物運送業、小売業、社会福祉施設、飲食店 死傷災害：５％以上減少
建設業、製造業、林業 ： 死亡災害を１５％以上減少
陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店 ：死傷災害を死傷年千人率で５％以上減少

2022年までに

赤字は第13次労働災害防止計画

参考１



○製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止
○建設業における墜落・転落災害等の防止
○林業における伐木等作業の安全対策 走行集材機械等の林業機械災害の防止 等

(1)死亡災害の撲滅・重篤災害を減少させるための業種別・災害種別の重点対策
の推進

重点事項及び具体的取組

(3)過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進

○労働者の健康確保対策の強化 （企業における健康確保措置の推進 産業医・産業保健機能の強化）
○過重労働による健康障害防止対策の推進
○職場におけるメンタルヘルス対策等の推進 等

(2)就業構造の変化等により災害が増加傾向にある又は減少の見られない業種、
災害等への対策の推進

○災害の件数が増加傾向にある又は減少がみられない業種への対応
：第三次産業（小売業 社会福祉施設 飲食店） 道路貨物運送業

○増加傾向等にある災害への対応
:  転倒災害 熱中症 腰痛 交通労働災害

○高年齢労働者の労働災害防止
○非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者である労働者の労働災害の防止 等



(5)化学物質等による健康障害防止対策の推進

○化学物質による健康障害防止対策
○石綿による健康障害防止対策
○受動喫煙防止対策
○電離放射線による健康障害防止対策

○粉じん障害防止対策

（６）企業・業界単位での安全衛生の取組の強化

○企業のマネジメントへの安全衛生の取込み
○労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
○企業単位での安全衛生管理体制の推進 等

（７）安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進

（８）県民全体の安全・健康意識の高揚等

(4)疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

○企業における健康確保対策の推進、企業と医療機関の連携の促進

○治療と仕事の両立支援の推進 等
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13次目標値
９人以下

死傷者数（実績）

愛媛第13次労働災害防止推進計画の推進

１ 愛媛第１３次労働災害防止推進計画における労働災害の推移
（死亡者数：人）（死傷者数：人）

愛媛県内

死亡者数

死傷者数(休業4日以上)

第12次労働災害防止推進計画 愛媛第13次労働災害防止推進計画

期間 平成25年～平成29年 期間 平成30年～令和4年

目標 死傷 1,326人（-15％ ） 死亡 13人以下
[平成29年において：対平成24年比]

目標 死傷 1,372人（-8％ ） 死亡９人以下
[令和4年において：対平成29年比]

実績 死傷 1,492人(-4.4%) 実績 令和２年：死傷者数 1,552人（対前年同期 ＋62人、＋4.2%）

（内数死亡15人(-6.3%）） ：死亡者数 11人（対前年同期 －５人）

13次目標値
-８％：1372

令和３年確定値
前年同期比 8.9%増

令和３年確定値（新型コ
ロナウイルス感染症除く）
前年同期比 2.4%増



○愛媛第13次労働災害防止推進計画の目標 令和4年までに平成29年と比較して
①死亡災害：過去最少（平成26年10人）を更新する９人以下に減少させる。

②死傷災害：過去最少（平成27年1,405人）を更新する1,300人台とするため、８％以上減少させる。
○業種別目標（上記以外） 令和4年までに平成29年と比較して
○ 製造業・.建設業 死亡災害：過去最少の２人以下 死傷災害：10％以上減少 ○ 林業 死亡災害： ゼロとする

○ 道路貨物運送業・小売業・社会福祉施設・飲食店 死傷災害：５％以上減少

２ 愛媛第１３次労働災害防止推進計画の推進状況

重点業種別労働災害発生状況 （折線グラフ/死傷者数 棒グラフ/死亡者数）
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飲食店

令和４年度目標
年間死亡者数を９人以下、
年間死傷者数を前年比12.0％以上減少させ
る。（新型コロナウイルスり患者を除く）

目標-10％：386

目標-10％：179 目標-5％：163

目標-5％：129

目標-5％：90

目標-5％：37
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